
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

97% 87% 98%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

一般会計

定性的な成果目標と平成29～令和元年度の達成状況・実績

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国籍法（昭和25年法律第147号）
戸籍法（昭和22年法律第224号）

主要政策・施策

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

定量的な目標が設定できない理由

1,982

-

実施方法

　国籍・戸籍事務等の運営は，国民及び親族の身分関係に関す
る基本的制度の維持に関わるものであることから，定量的な目標
（いつまでにどの程度といった目標）を設定することは困難であ
る。

平成29年度

％

国籍・戸籍事務等の運営 担当部局庁 民事局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 総務課
総務課長
松井　信憲

事業名

会計区分

2年度

▲ 88

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

その他の事項経費

▲ 57

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

　国籍事務は，外国人が日本国籍を取得しようとする場合の帰化に関する事務，届出による日本国籍取得に関する事務，日本国籍と外国国籍とを有する
者の日本国籍離脱に関する事務，重国籍者の国籍選択に関する事務，国籍認定に関する事務，国籍に関する相談等を行うものである。
　戸籍事務については，法定受託事務である戸籍事務の法令適合性や全国的統一性を確保し，戸籍事務が適正・円滑に運用されるよう，戸籍事務を処理
する市区町村長に対して指示・助言等を行うものである。

▲ 36 -

1,063

▲ 12 ▲ 21

▲ 85 -

-

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

3,146

8557

1,031

不明
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

　国籍法及び戸籍法に基づく事務を適正・円滑に運営することにより，我が国における身分関係の安定及び国民の権利の保全を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定

-

令和2年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

1,051 1,816 3,065 7,190 0

1,639 3,034

執行率（％） 98% 90% 99%

・帰化許可申請に対する帰化許可・不許可の処理及び改正国籍法施行後の
国籍取得届の審査を適正・厳格に処理する。平成29年度から令和元年度ま
での間の各年度において達成した。
・市区町村からの受理又は不受理の照会等に対し適正かつ迅速に対応し，
戸籍に不実の記載がされることを防止するとともに，国民の親族的身分関係
を正確に公証する。平成29年度から令和元年度までの間の各年度において
達成した。

-

-

-

-

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

▲ 17 -

7,105

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度-

-

2年度当初予算

3,644

3,397

51

11庁費

職員旅費

その他

計

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由3年度要求

事業番号 0051

2

0

7,105 0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

社会保障・税番号制度
システム整備費補助金

民事業務庁費

情報処理業務庁費

0



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

-

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

-

-

-

2年度
活動見込

3年度
活動見込

- -

- -

2年度
活動見込

3年度
活動見込

- -

-

帰化許可申請及び国籍取得
届の適正・厳格な処理

-

市区町村からの受理又は不受
理の照会等への適正な対応

-

目標定性的指標

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

年度

中間目標

30年度

- - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

達成度

人（暦年）

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

戸籍届出事件数
活動実績

-

計算式 　　X / Y

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

-

2年度
活動見込

- -

11,063 9,942 10,455

- - -

平成29年度

-

平成29年度 30年度 令和元年度

89.7 86.1

活動実績

令和元年度

- -

円

活動実績 人（暦年）

当初見込み -

625 670 596

30年度

30年度 令和元年度

10,315 9,074 8,453

計画開始時

帰化許可申請者数

単位

現地指導を実施した市区
町村数

全市区町村数目標値

1,715 1,700

1,896 1,896

実績

元年度 2年度

活動指標

-

-

代替目標

1,639百万
/5,830,686

件

％

帰化許可者数

-

-

2年度活動見込

169 281

代替指標
中間目標

1

-

年度

- -

目標値 -

-

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

） -

成果実績

- -

単位

30年度 令和元年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

-

単位

　X（当該年度の執行額）／Y（（当該年度の帰化許可申
請者数×180(処理日数)）＋戸籍届出事件数）

単位当たり
コスト

-

-

-

年度

施策の進捗状況（目標）

年度

-

-

-

定
が
困
難
な
場
合

　適切な処理が行われるよ
う，法務局・地方法務局の
戸籍事務担当者が毎年度
全ての市区町村役場へ赴
き，直接指導を行う。

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

1,632

単位

- - -

-
平成29年度 30年度 令和元年度

1,896 -

90.5

1,896

件

当初見込み

帰化不許可者数
活動実績 人（暦年）

当初見込み -

平成29年度 令和元年度

1,031百万
/6,106,096

4,114,756 4,041,126

30年度

3,034百万
円
/

取組
事項

分野： - -

施策の進捗状況（実績）

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　国籍法及び戸籍法に基づく事務を適正・円滑に行うことにより，我が国における身分関係の安定及び国民の権利保全を図ることを目的とするもので
ある。

-

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

目標最終年度

年度

平成29年度

年度

3年度
活動見込

- -

年度

-

中間目標 目標年度

平成29年度

平成29年度

令和元年度

実績値 - -

単位

　市区町村からの受理又は不受理の照会等に対し適正に対応し，
戸籍に不実の記載がされることを防止するとともに，国民の親族的
身分関係を正確に公証する。

施策の進捗状況（実績）

-

　帰化許可申請に対する帰化許可・不許可の処理及び改正国籍法
施行後の国籍取得届の審査を適正・厳格に行う。

-

-

施策 国籍・戸籍・供託・遺言書保管事務の適正円滑な処理(Ⅲ-10-(2))

政策 国民の財産や身分関係の保護(Ⅲ-10)

測
定
指
標

-

施策の進捗状況（目標）

-

目標 目標年度

目標年度

定性的指標

-

達成度 ％ -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

改
革
工
程
表
 
2
0
1
9



-

事業番号 事業名所管府省名

-

○

-

　地方自治体等とも連携を図り，国が実施すべきところを実
施している。

○

評　価項　　目

　国民及び親族の身分関係に関する基本的制度の維持に係
る事業であり，国民のニーズは高い。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　予算要求及び予算執行に当たっては，引き続き，市場の動向，類似事案を含めた過去の調達実績等を踏まえ，その適切性，透明性，効率性
等の観点から，より一層の経費節減を図っていくこととする。

　本事業は，「事業の目的」に示すとおり重要な施策であり，引き続き，事業を円滑に継続していく必要があるが，各要求事項について緊急性等
を精査し，その実施に当たっては，本事業に必要な経費の単価・数量等について市場動向，過去の調達実績や類似調達事案等を踏まえ，適正
に実施している。

○

‐

　整備した戸籍等は，十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

　各種契約の締結に当たっては，業務の内容等を踏まえた
上で，一般競争入札，総合評価入札等の方式によることとし
ている。また，入札を実施する際には，仕様書の見直し，複
数年度契約の活用等を行っている。
　なお，競争性のない随意契約について，契約相手方は当
初契約において一般競争入札により落札した者であり，当該
機器等を継続して賃貸可能な者は契約相手方のみであり，
競争を許さないものであったこと及び契約の相手方のみが提
供可能なサービスであったことから，随意契約をしたもので
ある。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　政策評価上，国籍・戸籍・供託事務の適正円滑な処理を達
成する手段として，なくてはならない事業として位置付けられ
ている。

　調達に当たっては，原則として，一般競争入札を実施する
ことにより，コスト削減に努めており，年度による変動も少な
いことから，単位当たりコスト等の水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

　一般競争入札を実施することにより，コスト削減に努めてい
る。

行政事業レビュー推進チームの所見

-

○

　本事業の運営に真に必要なものに限定している。

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

‐

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

支出額上位１０者リストのＢ欄について，支出先１者につき複数の契約等が行われているところ，業務概要が同一であるため，当該者への支出額の総額を記載し
た。

平成31年度 法務省 0049

平成30年度 0047

平成29年度 0047

0016 平成25年度 0060

平成26年度 0050 平成27年度 0048 平成28年度 0047

平成22年度 0016 平成23年度 0015 平成24年度

法務省
3,034百万円

・戸籍副本データ管理システム機器の賃貸借等
・国籍・戸籍事務等の実施に必要な予算を法務局・地方法務局に
配分

本省から予算配分

Ａ 法務局・地方法務局（50機関）
290百万円

・執務参考図書の購入
・国籍相談員の雇用等

【国庫債務負担行為等】

C 株式会社日立製作所
ほか

2,744百万円

・戸籍情報連携システム設計・開発

【随意契約（少額）等】

B 日本加除出版株式会社
ほか

290百万円

・執務参考図書の購入
・国籍相談員の雇用等



支出先上位１０者リスト

A.

東京法務局

大阪法務局

神戸地方法務局

横浜地方法務局

名古屋法務局

千葉地方法務局

さいたま地方法務局

札幌法務局

福岡法務局

京都地方法務局

6

A.東京法務局

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

執務参考図書の購入

使　途

予算配分

B.日本加除出版株式会社
金　額

(百万円）

53

費　目 使　途

計 53 計 6

雑役務費 戸籍情報連携システム設計・開発業務 1,000

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

消耗品費国籍・戸籍事務等の運営に必要な経費

費　目

C.株式会社日立製作所 D.

費　目 使　途

6

雑役務費
戸籍副本管理システムに係る運用保守等
業務

167

雑役務費 戸籍副本管理システムの設計・開発作業 149

雑役務費
戸籍統一文字データベースシステムのプロ
グラム改修等作業

39

雑役務費
戸籍副本管理システムに関するセンター機
器等データ消去・撤去作業

雑役務費
戸籍副本管理システムにおける戸籍情報
の調査作業

5

雑役務費
戸籍統一文字データベースシステム運用支
援業務

3

雑役務費
戸籍情報システムの文字フォント変更に伴
う対応作業

0.9

雑役務費
戸籍副本管理システムに関するセンター機
器等のデータ消去・撤去作業

0.9

計 1,370.8 計 0

9

- -

-

5 - -

- -

4

8

7

6

1

10

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

-

-

2

3

- -

法　人　番　号

-

- 53

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

-

国籍・戸籍事務等の運営に
必要な経費

国籍・戸籍事務等の運営に
必要な経費

国籍・戸籍事務等の運営に
必要な経費

国籍・戸籍事務等の運営に
必要な経費

国籍・戸籍事務等の運営に
必要な経費

国籍・戸籍事務等の運営に
必要な経費

-

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

49

31

24

17

16

10 - -

-19

- -

22

-

- -

-

-

-

-

国籍・戸籍事務等の運営に
必要な経費

国籍・戸籍事務等の運営に
必要な経費

国籍・戸籍事務等の運営に
必要な経費

国籍・戸籍事務等の運営に
必要な経費

22



B

C

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403
戸籍情報連携システム等
の工程管理等支援業務

229
国庫債務負担

行為等
- - -

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403
戸籍情報連携システム標
準仕様書の改定等作業

154
一般競争契約
（総合評価）

1 96.8％ -

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403
戸籍情報システムの要件
定義等支援業務

13
国庫債務負担

行為等
- - -

株式会社日立製作
所

7010001008844
戸籍統一文字データベー
スシステムのプログラム改
修等作業

39
一般競争契約
（最低価格）

2 94.2％ -

株式会社日立製作
所

7010001008844
戸籍副本管理システムに
おける戸籍情報の調査作
業

5
随意契約
（その他）

- - -

株式会社日立製作
所

7010001008844
戸籍情報システムの文字
フォント変更に伴う対応作
業

0.9
随意契約
（その他）

- - -

株式会社日立製作
所

7010001008844
戸籍副本管理システムに
係る運用保守等業務

167
国庫債務負担

行為等
- - -

株式会社日立製作
所

7010001008844
戸籍副本管理システムの
設計・開発作業

149
国庫債務負担

行為等
1 99.9％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -

非常勤職員（国籍相談員）
の雇用

4 その他 - - -

個人Ｈ

個人Ｇ -
非常勤職員（国籍相談員）
の雇用

4

-
非常勤職員（国籍相談員）
の雇用

4 その他 - - -

個人Ｅ

個人Ｄ -
非常勤職員（国籍相談員）
の雇用

4 その他 - - -

-

その他

2

-

ソフトバンク株式会
社

9010401052465 ＬＧＷＡＮ接続料 5

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本加除出版株式
会社

8013301009172 執務参考図書の購入 6
随意契約
（少額）

- -

随意契約
（その他）

- - -

個人Ａ -
非常勤職員（国籍相談員）
の雇用

5 その他 - - -

6

7

4

5

個人Ｂ -
非常勤職員（国籍相談員）
の雇用

5 その他 - - -

10

8

9

個人Ｆ -
非常勤職員（国籍相談員）
の雇用

4 その他 - - -

個人Ｃ -
非常勤職員（国籍相談員）
の雇用

4 その他 - - -

3

4

1

2

株式会社日立製作
所

7010001008844
戸籍情報連携システム設
計・開発業務

1,000
国庫債務負担

行為等
1 89.9％ -

7

8

5

6

株式会社日立製作
所

7010001008844
戸籍副本管理システムに
関するセンター機器等デー
タ消去・撤去作業

6
随意契約
（その他）

- - -

11

12

9

10

株式会社日立製作
所

7010001008844
戸籍副本管理システムに
関するセンター機器等の
データ消去・撤去作業

0.9
随意契約
（その他）

- - -

株式会社日立製作
所

7010001008844
戸籍統一文字データベー
スシステム運用支援業務

3
国庫債務負担

行為等
- - -

13
富士ゼロックスシス
テムサービス株式会
社

2011401007325 文字情報の整備業務 314
国庫債務負担

行為等
- - -



☑

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

株式会社富士通マー
ケティング

5010001006767
国籍事務処理システムス
キャナ修理

0.1
随意契約
（その他）

- - -

株式会社日本加除
出版

8013301009172
渉外身分関係先例判例総
覧（追録）

5
随意契約
（その他）

- - -

株式会社富士通マー
ケティング

5010001006767
国籍事務処理システムの
機能改修にかかる設計・開
発業務

14
一般競争契約
（最低価格）

3 99.5％ -

株式会社富士通マー
ケティング

5010001006767
国籍事務処理システム運
用保守

6
国庫債務負担

行為等
- - -

みずほ東芝リース株
式会社

4010701026198
戸籍副本管理システムに
関する市区町村専用装置
の構築等（Ｋ－１２２）

65
国庫債務負担

行為等
- - -

みずほ東芝リース株
式会社

4010701026198
戸籍副本データ管理システ
ムに関する市区町村専用
装置（国－９０）（リース）

8
随意契約
（その他）

- - -

みずほ東芝リース株
式会社

4010701026198
戸籍副本管理システムに
関する市区町村専用装置
国債３２

0.5
一般競争契約
（最低価格）

1 99.5％ -

地方公共団体情報
システム機構

3010005022218
住民基本台帳ネットワーク
システム設計

221
随意契約
（その他）

- - -

地方公共団体情報
システム機構

3010005022218
戸籍副本データ管理システ
ムにおけるＬＧＷＡＮ利用
料

7
随意契約
（その他）

- - -

日立キャピタル株式
会社

6010401024970
戸籍副本データ管理システ
ムに関するセンター機器構
築及び機器等（リース）

0.6
随意契約
（その他）

- - -

1 99.9％
株式会社日立
製作所

一般競争契約
（総合評価）

1 89.9％

　システムの設計･開発を行う場
合には，工数の積算及び開発に
必要な人員の確保等の準備が
必要となるところ，戸籍副本シス
テムの設計・開発を行った実績
のある株式会社日立製作所以
外の業者においては，新たな開
発体制の確保を含めた準備作
業及び開発に必要な経費等を
考慮した結果，応札しない判断
をしたものと推察される。
　今後，同種の調達を行う際
は，本調達や類似案件の実績
（作業内容や工数等）を提供す
るとともに，応札を期待すること
ができる業者に対して積極的に
対象の調達の公示情報等を提
供することによって，複数業者
の応札を促すこととしたい。

-2 7010001008844
戸籍副本管理システムの
設計・開発作業

312
一般競争契約
（総合評価）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

株式会社日立
製作所

C

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 7010001008844
戸籍情報連携システム設
計・開発業務

6,317

15

16

14

19

20

17

18

日立キャピタル株式
会社

6010401024970
戸籍統一文字データベー
スシステム機器

13
国庫債務負担

行為等
- - -

日立キャピタル株式
会社

6010401024970
戸籍副本管理システムに
関するセンター機器の構築
等

209
国庫債務負担

行為等
- - -

23

21

22

みずほ東芝リース株
式会社

4010701026198
戸籍副本データ管理システ
ムに関する市区町村専用
装置（Ｋ－６０）（リース）

0.6
随意契約
（その他）

- - -

27

28

25

26

東芝デジタルソ
リューションズ株式
会社

7010401052137
戸籍副本管理システム市
区町村専用装置に係る設
定変更等支援

53
国庫債務負担

行為等
- - -

みずほ東芝リース株
式会社

4010701026198
戸籍副本データ管理システ
ムに関する市区町村専用
装置（Ｋ－４９）（リース）

0.6
随意契約
（その他）

- - -

29

30

株式会社日本加除
出版

8013301009172
戸籍情報システム標準仕
様書の改訂等に関する調
査研究

7
一般競争契約
（総合評価）

1 93.9％ -



C

4
東京センチュリー株
式会社

6010401015821
戸籍副本データ管理システ
ム用空調機等（リース）

2
随意契約
（その他）

- - -

株式会社日本加除
出版

8013301009172
外国身分関係法令日本語
訳データ年間ライセンス

0.4
随意契約
（その他）

- - -

株式会社日本加除
出版

8013301009172
戸籍先例「全索」データ年
間ライセンス

0.3
随意契約
（その他）

- - -

東京センチュリー株
式会社

6010401015821
国籍事務処理管理システ
ム更新用機器

7
国庫債務負担

行為等
- - -3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）


